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（単位：千円）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  2,242,903  2,105,018  572,888  782,029  750,101  -  44,859 93,026 

1 R3 単 － 事業所支援
給付金事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 113,000 113,000 113,000 - - - - - 

① 新型コロナウイルス感染症に伴う飲食店への営業時間短縮
要請の発令など，事業者に対し、厳しい状況が続く中，売上減
少率が前年同月比20%以上の事業者又は新型コロナの影響に
より特に多大な影響を受けたと認められる事業者等に支援金を
給付する。
②給付金
③法人320店舗　　個人480店舗　　計800店舗
積算例)法人20万円　個人10万円を上限とすると
試算：320店×20万円＋480店×10万円＝112,000千円
別途事務経費　1,000千円　合計113,000千円
④ 市内事業者

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

2 R3 単 －
指定管理施
設運営安定
化支援金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 21,000 21,000 21,000 - - - - - 

① 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた指定管理者に対
し，施設運営の維持と安定化を図るため，支援金を給付する。
②支援金
③売上減少額に一定割合を乗じた金額を支援金とする。
（R元.使用料等収入）－（R3.使用料等収入）－(コロナ関連給付
金等収入)＝(売上減少額)
支援金＝(売上減少額)×（一定割合）※
※一定割合=(コロナの影響により休業とした日数)/(条例に規定
されている年間営業日数)
1施設あたり　6千円～7,537千円　計　21,000千円
④  対象11施設

－ － － － R4.4 R5.3
対象11施設へ支援金の給付を実
施

HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

3 R3 単 －
タクシー事
業者等支援
給付金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 8,100 8,100 8,100 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症に伴う飲食店の夜間営業時間短
縮などにより，影響の大きいタクシー事業者等に対し，事業者の
事業継続と運転手の雇用を支援するため，給付金を支給する。
②運転手と事業所への給付金の支給
③（積算条件）
・運転手　１人あたり3万円　（想定）160人
・タクシー事業者（保有台数に応じて）
21台以上　30万円　（想定）3者
20台以下　20万円　（想定）4者
・運転代行事業者　10万円（一律）　（想定）16者
160人×3万円＋3者×30万円＋4者×20万円＋16者×10万円
＝8,100千円
④奄美市内に事業所を有するタクシー事業者・運転代行事業者

－ － － － R4.4 R5.3

想定される対象者への確実な給
付の実施
運転手160人
タクシー事業者　7者
運転代行事業者　16者

HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

4 R3 単 － 行政手続DX
推進事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 7,800 7,800 7,800 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症防止のため、人流抑制を図り、公
金収納の口座振替登録を市民がインターネットで手続きできる
システムを導入し、対面での接触を減らすことにつなげる。
②導入に係る経費
③システム導入費：1,500千円
金融機関契約料：6,000千円(奄美市内で取り扱いのある7か所
の金融機関を想定)
システム基本料月額50千円×6カ月=300千円
④市が直接実施

－ － － － R4.10 R5.3 口座振替登録割合の過年度比較
50%増

HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

5 R3 単 －
県時短要請
協力金給付
事業負担金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 70,000 70,000 70,000 - - - - 

①鹿児島県が行った新型コロナウイルス感染症まん延防止等
重点措置等による飲食店等時短要請に伴い、時短要請に応じ
た飲食店へ支払う協力金に係る本市負担分(全体事業費に対
し、1/10)
②負担金
③
想定支給件数：1700件
想定総額：700,000千円の内、本市負担額（1/10）70,000千円
④鹿児島県

○ － － － R4.4 R5.3 支給件数　1,700件 HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

6 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 2,712 1,356 1,356 - - - 1,356 - 

①新型コロナウイルス感染症予防の観点から、市民の接触機
会の減少を図るため、市役所に来なくとも市民からの意見を受
け付けることができる奄美市公式ＬＩＮＥに投稿機能及びＷｅｂ
データベースを活用した地図連携機能（ＧＩＳ）の導入を行う。
②各種連携ツール等構築・運用費、広報費、活用支援講座開
催費
③・ＬＩＮＥ連携ツール「ＫＡＮＡＭＥＴＯ」通報機能構築・運用費
880千円
・kintone連携ツール「カンタンマップ」地図機能構築・運用費
711千円
・奄美市公式LINE活用広報費用　593千円
・奄美市公式LINE活用支援講座開催　528千円
④市が直接実施

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R3補正（国）

7 R3 単 － 公共施設換
気対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 16,500 16,500 16,500 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症の感染リスク低減を目的とし、不
特定多数の市民が利用する公共施設等における密閉を回避す
るための換気対策を図るため、換気設備、空調設備を改修す
る。
②工事費、修繕費
③16,500千円
社会体育施設4,500千円(3施設)・観光施設3,000千円(2施設)・
学校4,500千円(3施設)・集会場4,500千円(3施設)
④上記10施設

－ － － － R4.7 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

8 R3 単 －

新型コロナ
自宅待機者
生活支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,920 1,920 1,920 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染者（自宅待機を含め）への支援は県
対応となるが，感染者と同居の濃厚接触者等で県の支援対象
外となる市民への生活支援
②食料品等の生活用品の支援（1人当たり8,000円程度を想定）
③8,000円×20人／月×12か月＝1,920千円　（240人分確保）
④濃厚接触者やコロナ検査結果待ちなどで自宅待機要請を受
けた者のうち，県の支援対象外の市民

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

9 R3 単 －
新型コロナ
情報発信事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,800 4,800 4,800 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症の感染状況に応じて、感染防止対
策の徹底や各種支援事業、新型コロナに対する正しい知識と情
報などをあらゆる手段を活用しいち早く市民に周知するための事
業
②広告料・印刷製本費・委託料
③・対策チラシ・パンフレット等作成費配布一式　3,000千円
・普及啓発・関連事業（事業所支援・観光施策等）に係る新聞広
告　1,800千円【300千円×2社×3回】
④市が直接実施

－ － － － R4.4 R5.3 クラスター発生0件 HP、広報誌、地元紙など R4当初（地）

10 R3 単 －
新型コロナ
感染防止物
品調達事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,000 4,000 4,000 - - - - - 

① 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に必要な物品の
調達を行う。
②消耗品費・備品購入費
③
(1)消毒液購入費 2,000千円 （2,000円×1,000個）
(2)携帯用消毒スプレー費 800千円(800円×1,000個）
(3)その他消耗品等一式（手袋・タオル・ハンドソープ等）1,200千
円
④ 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に必要な消毒液
や手洗い洗剤、除菌作業等の際に使用する手袋等の調達を行
い、対面接触の多い職員、公共施設へ配布を行う。

－ － － － R4.4 R5.3 公共施設等においてクラスター発
生0件

HP、広報誌、地元紙など R4当初（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                      

地方単独事業費 -                                                                                      

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

144,039                                                                      

配分予定額計 728,886                                                                      

4,266                                                                                 

-                                                                               

416,028                                                                      

568,622                                                                              

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

168,819                                                                      

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 9,481                                                                                 

409,654                                                                      

6,374                                                                          

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0997-52-1124 352,888                                                                                                                                   

kikakusec@city.amami.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

740,620                                                                              

-                                                                                      

750,101                                                                              

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

144,039                                                                                                                                   

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

728,886                                                                                                                                   

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

6,374                                                                                                                                      

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

416,028                                                                                                                                   

493                                                                                                                                        

168,819                                                                                                                                   

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

56,273                                                                                                                                    

168,819                                                                      

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               782,029                                                                              

782,029                                                                              

-                                                                                      

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                               

個人を対
象とした
給付金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

鹿児島県

奄美市

46222

総務部企画調整課

栁澤　創太

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付対象経費

-                                                                               

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ
禍にお
いて原
油価
格・物
価高騰
等に直
面する
生活者
や事業
者に対
する支
援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

572,888                                                                              

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                           

-                                                                                                                                           

144,039                                                                      

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                           



46222_鹿児島県奄美市_r4_4.xlsxＡ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対
象とした
給付金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ
禍にお
いて原
油価
格・物
価高騰
等に直
面する
生活者
や事業
者に対
する支
援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

11 R3 単 －
子ども達の
元気応援活
動事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 11,000 11,000 11,000 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、修学旅
行等の島外への活動などが制限される中、島内でもできる学校
や地域の仲間との交流機会を促進し、元気の発信と思い出づく
りなど子供たちの自主活動を応援するとともに経済活動の促進
も図る。
②助成金
③小中学生を対象に、学校や子供会等の単位で子供たちが自
由に組み立て実施する学習や交流活動などへの支援
1人あたり5,000円，1件あたり10万円を上限に助成（2,000人,想
定）　助成総額：10,000千円　事務費（役務費・消耗品費）1,000
千円（会計年度任用職員分含む）
④小中学生（学校・子ども会単位）

－ － － － R4.8 R5.3 執行率100%達成 HP, 広報誌、地元紙など R4補正（地）

12 R3 単 －
新型コロナ
水際対策事
業負担金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 8,700 8,700 8,700 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的に、奄美大
島の玄関口である奄美空港と名瀬港において、島内外から行き
来する旅行者を対象に水際対策（体温チェック等）を行うもので
ある。
②負担金
③・総事業費のうち、県1/2、市町村1/2
奄美市分　8,700千円（５市町村で負担均等割・人口割）
④鹿児島県への負担金

－ － － － R4.4 R5.3
空港・港を感染源とするクラスター
発生0件

HP, 広報誌、地元紙など R4当初（地）

13 R3 単 －
島外で頑張
る学生応援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 30,000 30,000 30,000 - - - - - 

①コロナ禍の影響が続き，さらに物価高騰等による厳しい環境
の中で，島外において「学びの継続」に頑張っている学⽣に経
済的⽀援を行う。
②支援金
③支援金：28,500千円(3万円×950人）
事務費1,500千円（本事業の円滑な実施に係る会計年度任用職
員１名1,400千円　役務費100千円）
④島外で生活する高校生・専門学生・大学生（保護者は奄美市
在住）

－ － ○ － R4.8 R5.3 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など R4補正（地）

14 R3 単 －
新型コロナ
療養者支援
助成金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 2,000 2,000 2,000 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症に罹患し、島外へ緊急搬送するに
至った市民ならびにその付添人が療養後に奄美市へ帰島する
際の旅費負担を助成する。
②助成金
③・新型コロナ罹患者本人：最大30千円×40人=1,200千円
・付添人：最大40千円×20人=800千円
合計　2,000千円
④新型コロナ罹患者本人・付添人

－ － ○ － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報、地元紙など R4当初（地）

15 R3 単 －
新型コロナ
検査助成事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,000 4,000 4,000 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症に感染した者の早期発見と感染
拡大を図るため、かかりつけ医等においてPCR検査等が必要と
判断され検査実施を行った者へ検査費用自己負担分の助成を
行う。
②助成金
③助成上限4千円×1,000人＝4,000千円
④助成希望者

－ － ○ － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など R4当初（地）

16 R3 単 －
地域自治会
等活動支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 22,000 22,000 22,000 - - - - - 

①コロナ禍において地域行事が制限され、地域の活力が低下し
ている状況を踏まえ、地域活動を通じた世代間の絆や伝統行事
の継承するための活動資金を支援し安全・安心な地域づくりを
応援する。
②補助金
③世帯数等による区分に応じる補助金額：100千円～300千円
事業費：22,000千円
令和3年度同事業実施時の実績額（21,440千円）をベースに上
記の予算規模とした。
④自治会・集落　対象自治体等数：109

－ － － － R4.8 R5.3 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など R4補正（地）

17 R4 単 ○ 新生児特別
給付金事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 32,500 32,500 - 32,500 - - - - 

①コロナ禍や原油価格高騰等の影響を受ける子育て世帯の負
担軽減のため、新生児を対象に10万円/人を給付し子育て生活
を応援する。
②給付金・事務費
③給付総額：30,500千円(想定数305人×100千円）
事務費2,000千円(人件費（本事業実施に係る会計年度
任用職員分）1,000千円、需用費300千円、役務費300千円、パ
ソコンリース等400千円)
④令和4年4月1日～令和5年3月31日までに誕生した新生児の
いる世帯

－ － ○ － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

18 R4 単 ○
保育所等副
食費減免事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 26,217 26,217 - 26,217 - - - - 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する子育て世帯の経済
負担の軽減を図るため、３歳児以上の児童の副食費について半
年間、減免を行う。
②副食費に係る減免費用
③施設数：30施設　対象園児数：1,057人(令和4年7月時点)
副食費：月当たり1,000～7,500円(施設ごとに異なる)
減免期間：令和4年10月分～令和5年3月分(計6か月分)
【積算方法】
Σ（各施設の対象園児数)×(各施設の月当たり副食費)×(減免
期間)＝26,217千円
④認可保育所・幼稚園・認定こども園・地域型保育施設・認可外
保育所に通う令和４年４月１日現在で３歳以上の就学前児童。

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

19 R3 単 － 行政IT化推
進事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 28,530 28,530 28,530 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大により求められる接触
機会の減少や新しい働き方に対応するため、テレワーク環境の
整備をはじめ、書面・対面主義の見直しやペーパーレスの推進
を図り行政IT化を推進する。
②システム利用料、委託料、備品購入費
③クラウドサービス使用料　1式　9,987千円
RPAシナリオ保守業務　9,353千円
図面データ化委託料3,500千円
（備品購入費）　計5,060千円
タブレット型ノートPC　160千円/台　×20台＝3,200千円
周辺機器購入費　1式（20台分）800千円
Officeライセンス　53千円×20台＝1,060千円
（委託料）
アクセスポイント設置・初期設定　1式　630千円
④市が直接実施

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R4当初（地）

20 R4 単 ○
街灯管理団
体等支援事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 4,006 4,006 - 4,006 - - - - 

①コロナ禍における物価高騰の影響が地域住民で組織されて
いる公共団体(自治会、集落等）が負担している地域の街灯の
電気代にも及んでいる。このことから市民負担のさらなる増加を
抑制するために、電気代高騰分について助成を行うものであ
る。
②助成金
③R3年度総費用額8,904千円
　R3年度市補助額(1/4)　2,226千円
　管理団体負担額：6,678千円
　電気料金高騰割合想定　20％
　R4年度総費用額想定　10,684千円（R3×1.2）
　市負担額：　10,684千円-6,678千円＝4,006千円
④自治会・集落

－ － － － R4.8 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

21 R4 単 ○

介護サービ
ス・障がい
福祉サービ
ス等事業継
続支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 57,000 57,000 - 57,000 - - - - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている介
護サービス事業所等及び福祉サービス事業所等への支援を行
うことで事業継続支援と利用者への質を維持した安定したサー
ビス提供に繋げる。
②支援金
③食材支援分　物価上昇率4.4％　上昇額：9円/１食
　入所１日３食　通所1日１食とし定員区分で支援額設定
　16,020千円
　光熱費支援分　物価上昇率　21％　上昇額79円
　入所月30日　通所月25日とし定員区分で支援額設定
　38,500千円
　ガソリン代支援（送迎分）
　1日の使用料0.9ℓ　ガソリン価格上昇額30円/ℓ
　1日27円上昇　入所月30日　通所月25日　台数で支援額設定
2,480千円
　合計：57,000千円
④市内介護サービス・障がい福祉サービス等事業所　95事業所

－ － － － R4.8 R5.4以降 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

22 R4 単 ○
私立保育所
等給食支援
事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 3,406 3,406 - 3,406 - - - - 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する子育て世帯の経済
負担の軽減を図るとともに、給食・副食費の値上げを抑制するた
め、私立保育所等に対して必要な経費を支援する。
②負担金(県事業負担割合1/2)、事務費（会計年度任用職員
分）
③県通知額を基礎とした。以下に積算条件を示す。
（積算条件）
◎給食費の基準単価
・主食費のみ：3,000円
・副食費のみ：4,500円
・主食＋副食 : 7,500円
◎物価上昇率：10%
◎対象園児数：780人想定
◎対象期間：令和4年4月分～令和5年3月分
☆月当たり計算方法：(基準単価)×(物価上昇率)×(対象園児
数)×1/2
④私立保育所等(認可保育所・幼稚園・認定こども園・地域型保
育施設・認可外保育所等)

－ － － － R4.8 R5.4以降 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対
象とした
給付金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ
禍にお
いて原
油価
格・物
価高騰
等に直
面する
生活者
や事業
者に対
する支
援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

23 R4 単 ○
給食賄い材
料費高騰対
策事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 17,410 17,410 - 17,410 - - - - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により多大な影響を受
ける給食材料費の高騰に対して、公費負担増額による対策を講
じることで使用料等の高騰を抑制し、保護者負担増の回避を図
る。（教職員は除く）
②物価高騰に係る費用
③【給食費高騰分支援】当初予算賄い材料費総額174,106千円
の10%を想定→17,410千円
④一般会計、児童・生徒の保護者

－ － － － R4.4 R5.4以降 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

24 R3 単 －
子ども達の
「学びの質」
確保事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 9,653 9,653 9,653 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症による自宅待機期間等を余儀なく
される子ども達の学びの質を確保するため、GIGAスクール構想
の推進と合わせて、デジタルソースの導入及びタブレット持ち帰
り環境の整備を行う。
②デジタルドリル使用料　リース(ライセンス)料
③デジタルドリル使用料年額　6,600円×2,530名（小４～中３）
＝16,698千円
令和４年度の対象額　16,698,000円÷12か月×6か月＝8,349
千円
閲覧制限アプリリース月額　163千円/月額
令和４年度の対象額　163千円×8か月（8月～翌年3月）＝
1,304千円
④奄美市内小・中学校）の児童・生徒及び教職員

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R4当初（地）

25 R4 単 ○

子育て世帯
応援学校給
食費減免事
業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

35,140 35,140 - - 35,140 - - - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている
中、子育て世帯については子育てに係る必要費用の増加が見
込まれているところである。子育て世帯の負担軽減を図るため、
小・中学校の生徒の給食費を3か月分減免を行う。（教職員は除
く）
②給食費に係る減免費用
③昨年度実績額より月当たりの給食費が
小学校：3,100円　中学校：3,950円
令和4年度の給食を利用する児童・生徒数は、
小学校：2,082人　中学校1,331人
市全体の月当たりの給食費は
3100円×2082人＋3950円×1331人＝11,711,650
≒11,712千円
給食費を3か月分減免を想定すると
11,712千円/月×3月＝35136千円≒35,140千円
④一般会計、児童・生徒の保護者

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

26 R3 単 －
児童養護施
設学生応援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 200 200 200 - - - - - 

①児童養護施設で生活する子供たちは，18歳を迎えた高校卒
業後には施設を退所し，支援世帯や法的支援もなく自立する
が、コロナ禍が続き，求職・進学も大変厳しい状況下にあって
も，施設を出て，社会への第一歩を踏み出さなければならない。
その厳しい環境下にある子供たちに激励金を給付し，社会への
第一歩を応援する。
②給付金
③2名×10万円＝20万円
④児童養護施設退所者（2名）

－ － ○ － R4.4 R5.3 対象者2名への給付支援 HP、広報誌、地元紙など R4補正（地）

27 R3 単 －
地域消費喚
起プレミアム
商品券事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 224,000 143,129 143,129 - - - - 80,871 

①コロナ禍において原油高騰や物価高騰を受けた生活者の支
援や地域経済の活性化を図るため、プレミアム商品券を発行す
る。
②負担金、事務費
③プレミアム助成分　200,000千円
事務費　24,000千円
（事務費内訳）人件費：2,400千円　、関連イベント企画費7,000
千円、印刷製本費8,000千円、　広告宣伝費1,000千円、手数
料：2,700千円、　その他（役務費・消耗品等）：2,900千円
※事務経費に含まれる人件費については一般職員分を含まな
い。
発行部数：100,000冊(1部3000円で購入→5000円)
プレミアム率：66.7%
その他経費：：県補助金80,871千円

－ － － － R4.7 R5.3 プレミアム商品券販売率及び換金
率100%

HP,広報誌、地元紙など R4補正（地）

28
29

30 R3 単 －

「第三者認
証店舗応援
プレミアム商
品券」発行
助成事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 24,000 24,000 24,000 - - - - - 

①コロナ禍での経済対策として，安心できる環境が整った第三
者認証店舗を対象にしたプレミアム商品券発行事業へ助成し，
新型コロナの感染防止と市民の消費喚起につなげるとともに，
第三者認証店舗の利用と登録を促進する。（市民生活と事業継
続への支援）
②・負担金
プレミアム商品券発行（額面5,000円）
（3,000円で5,000円分の商品券が買える，プレミアム率66.7％）
発行額　50,000千円（10,000冊）
・事務経費
③商品券（プレミアム分）20,000千円
    事務経費　4,000千円
※事務経費に含まれる人件費については一般職員分を含まな
い。

－ － － － R4.4 R5.3 プレミアム商品券販売率及び換金
率100%

HP,広報誌、地元紙など R4補正（地）

31 R4 単 ○
事業所物価
高騰等支援
給付金事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 113,000 113,000 - 113,000 - - - - 

① 新型コロナウイルス感染症拡大の影響から回復途上にある
中、売上が減少した事業所又は原油価格高騰により経営に大
きな影響を受けている事業者の支援をするため、給付金を交付
する。
②給付金、事務経費
③法人320店舗　　個人480店舗　　計800店舗
積算例）上限　法人20万円　個人10万円として
320店×20万円＋480店×10万円＝112,000千円
別途事務経費　1,000千円　合計113,000千円
④市内事業所

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

32 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス関
連緊急経営
支援利子補
助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 450 450 450 - - - - - 

①国の融資制度開始前に，新型コロナウイルス感染症の影響
により県の融資制度を活用した事業者への支援として，当該年
度の利子分を補助する。
②利子補助
③対象事業者数：５　予定額450千円
利率*（融資額*件数）≒1.9%（3,000千円*1+5,000千円
*2+10,000千円*1）＋1.7%（3,000千円*1）＝450千円
※融資実行日等の融資内容により同利率同融資額の場合でも
額が異なる。
④市が直接補助

－ － ○ － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP、広報誌、地元紙など R4当初（地）

33 R4 単 ○

水道・下水
道料金の基
本料金減免
事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 234,000 234,000 - 234,000 - - - - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける市民へ
の支援策として、水道及び下水道基本料金を半年間無償化し、
公共料金の負担軽減を図り、生活者や事業者への経済的負担
を軽減する。（※公的機関は対象から外す）
②公営企業会計に繰り出し、水道基本料減免に係る費用
③月間基本料金(R4年5月実績を引用)
上水道：25,509千円、下水等：12,838千円
合計　38,347千円≒39,000千円／月

39,000千円×6か月＝234,000千円
④公営企業会計

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

34 R3 単 －
公共施設ト
イレ洋式化
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 15,000 15,000 15,000 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染防止対策として、不特定多数の市民
が利用する公共施設において、密閉を回避するための換気対
策を図るため、換気設備、空調設備を改修する。
②工事費
③15,000千円　社会体育施設　7,000千円(7施設)・観光施設
6,000千円(6施設)・保育施設　2,000千円(2施設)　合計　15施設
④上記　15施設

－ － － － R4.8 R5.3 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など R4補正（地）

35 R4 単 ○
エネルギー
価格高騰対
策事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 142,500 142,500 - 142,500 - - - - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受ける事業者
への支援策として、市内事業者に対し、高騰した燃料費・電気
料金・ガス料金の一部を支援する。
②令和4年1月～10月のうち任意の月を対象月とし、その月の事
業を営むため発生した燃料費・電気料金・ガス料金の合計額か
ら前年同月分を差し引き、10倍した金額を支給額とし、給付す
る。
上限額は法人10万円 ・ 個人 5万円とする。
事務費として消耗品費、通信運搬費、広告料を含める。
③（支給額）＝（今年対象月使用料－前年対象月使用料)×10
か月
市内にある事業所数を2500社と想定(R3経済センサスより2,398
社)し、うち8割に当たる2,000社が支援対象と仮定した。
2,500社×0.8 =2,000社
法人・個人事業所の割合を4：6と仮定し、想定件数は法人800
件、個人1,200件となる。
支給額を上限額と設定すると、下記の通りの算出となる。
法人：100千円×800件=80,000千円
個人：50千円×1,200件=60,000千円
支給額合計：140,000千円
（事務費）消耗品費1,000千円、通信運搬費500千円、広告料
1,000千円　計　2,500千円
④奄美市内に本社・本店のある事業所（すべての業種を対象）

－ － － － R4.9 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対
象とした
給付金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ
禍にお
いて原
油価
格・物
価高騰
等に直
面する
生活者
や事業
者に対
する支
援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

36 R4 単 ○
肥料・飼料
価格高騰対
策事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 22,100 22,100 - 22,100 - - - - 

①コロナ禍において肥料・飼料価格高騰の影響を受ける農業経
営への負担軽減を図るため、国や県の支援と連動し、肥料・飼
料価格の高騰分の一部を支援する。
②（肥料）国の「肥料価格高騰対策事業」において、国・県の負
担額を除いた受益者負担15%のうち、10%を市が支援する。
（飼料）R4.6月～R5.3月までの 飼養家畜１頭（羽） にかかる飼
料コスト上昇の一部(約20%)を補助する。家畜の飼養頭数（羽)
に対し、支援金を交付する。
（事務費）会計年度職員配置に伴う費用、広告料
③（肥料）国の「肥料価格高騰対策事業」の国庫補助対象額（当
年度肥料費)-(前年の肥料費)-(価格高騰分の10%）=94,285,714
円であることから、国70%、県15%の負担の残り受益者負担15%
のうち、10％を市負担とし、以下の通り算出される。
市負担額＝(国庫補助対象額）×10%＝9,428,571.4≒9,429千円
（飼料）前年飼料費からのコスト上昇試算
牛： 38,893 円/頭、豚： 120,894円/頭、鶏： 493円/羽
飼養頭数(R2.2.1時点) 牛： 821 頭、母豚：71 頭、鶏 28,984 羽
支援額(コスト上昇の約20%とし、下記の通り設定)
〇肉用牛 母牛 1 頭当たり 7 ,000円×821頭=5,747千円
〇養豚： 母豚 1 頭当たり 24,000円×71 頭=1,704千円
〇養鶏：鶏 1 羽あたり95円×28,984 羽=2,753,480≒2,754千円
合計：10,205千円
（事務費）会計年度配置1,566千円、広告料900千円
④奄美市に住所を有し、農業を営むもの

－ － － － R4.9 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

37 R3 補 －
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚生労働省 通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 5,808 231 231 - - - 2,903 2,674 

①『緊急風しん抗体検査等事業』
コロナ禍における「風しん」のまん延予防のため、抗体保有率が
低い世代に風しん抗体検査を行い、抗体価が基準に満たない
者に麻しん風しん予防接種を行う。
②事業全体額の経費内容の構成は検査費・需用費・役務費で
ある。国庫補助額1/2のうち、国令和3年補正予算からの繰越で
ある231千円については、本臨時交付金の充当が可能であるこ
とから補助裏分として同額を計上するものである。
③事業総額5,808千円
抗体検査委託料　4,254千円(800件)、需用費115千円(コピー用
紙、トナー等)、役務費1,439千円（接種件印刷費等）
※その他財源2,674千円については一般財源充当
④奄美市在住の昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生の男性

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など R3補正（国）

38 R4 単 ○

指定管理施
設エネル
ギー等価格
高騰対策支
援金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 18,390 18,390 - 18,390 - - - - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受ける指定管
理者に対し、施設運営の維持と安定化を図るため、支援金を給
付する。
②支援金
③各指定管理施設のR3年度の電気、ガス、燃料費の合計額に
対して、エネルギー価格上昇率20%を乗じた額を支援額とする。
昨年度決算額から支援額の算出は以下の通りとなる。
支援対象額＝(電気料金＋ガス料金＋燃料費)
支援額＝（支援対象額）×0.20
支援額は千円未満切り捨てとし、算出した支援額は
1施設あたり8千円～2,762千円　計18,390千円である。
④対象29施設

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

39 R4 単 ○
漁業経営安
定化支援事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 7,000 7,000 - 7,000 - - - - 

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける漁業者に対し、経
営の安定化を図るため、漁具等の購入に要する経費の一部を
支援する。
②次に掲げるものを支援金の対象とする。
1)漁獲に必要となる漁具、機器、餌及び氷
2)船舶の機器及び修繕に必要な部材
3)漁業経営セーフティネット事業に係る積立金
4)全国漁業共済組合連合会の共済に係る掛け金
支援金の額は対象となる経費の1/2以内とし、上記1～4までの
総額で10万円を交付上限とする。
③支援金=交付上限額10万円×対象者70者=7,000千円
④名瀬漁業協同組合及び奄美漁業協同組合の正組合員

－ － － － R4.4 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4当初（地）

40 R4 単 ○

緊急経済対
策プレミアム
商品券発行
支援事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

133,280 133,280 - - 133,280 - - - 

①コロナ禍における物価高騰の影響が続く中、市民生活への支
援と地域経済の活性化対策として、卒業・入学シーズン（３月・４
月）にも利用可能なプレミアム商品券「ほーらしゃ券」の発行を支
援する。
②負担金、事務費
③プレミアム助成分　120,000千円
事務費　13,080千円
（事務費内訳）
人件費2,360千円、印刷製本費5,200千円、　広告宣伝費1,000
千円、手数料：2,420千円、　その他（役務費・消耗品等）：2,100
千円
※事務経費に含まれる人件費については一般職員分を含まな
い。
発行部数：60,000冊(1部3000円で商品券購入→5000円相当)

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

41 R4 単 ○
市民生活応
援ギフト券
発行事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 104,500 104,500 - 104,500 - - - - 

①コロナ禍が続き、さらに物価高騰により厳しい生活に直面して
いる中、特に家計への影響が大きいと思われる低所得者世帯
に対し、生活の安定を支えるため応援ギフト券(地域商品券１万
円分)を給付し、支援する。
②負担金、事務費
③事業費計：104,500千円
事業対象となる低所得者世帯数は9,500世帯（内訳：非課税世
帯9,050世帯+均等割りのみ課税世帯450世帯）
商品券費用 10千円×9,500世帯=95,000千円
事務経費　9,500千円(事務経費に含まれる人件費については
一般職員分を含まない)
④奄美市プレミアム商品券発行実行委員会
対象（令和５年１月１日現在，市内在住者）
1) 令和４年度分市町村民税が非課税の世帯
2) 令和４年度分市町村民税の所得割が非課税の世帯（均等割
のみ課税）

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

42 R4 単 ○

エネルギー
価格高騰緊
急対策事業
（事業者向
け）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

142,500 142,500 - - 142,500 - - - 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受ける市内中
小企業への支援策として、高騰した燃料費・電気料金・ガス料
金の一部を支援する。
②任意の月を対象月とし、その月の事業を営むため発生した燃
料費・電気料金・ガス料金の合計額から前年同月分を差し引
き、5倍した金額を支給額とし、給付する。
上限額は法人10万円 ・ 個人 5万円とする。
事務費として消耗品費、通信運搬費、広告料を含める。
③支給額算出式：支給額＝（今年対象月使用料－前年対象月
使用料)×5か月
対象事業者数を2000社とし、法人・個人事業所の割合を4：6と
仮定すると、想定件数は法人800件、個人1,200件となる。
支給額を上限額と設定すると、下記の通りの算出となる。
法人：100千円×800件=80,000千円
個人：50千円×1,200件=60,000千円
支給額合計：70,000千円
（事務費）消耗品費1,000千円、通信運搬費500千円、広告料
1,000千円　計　2,500千円（人件費含まず）
④奄美市内に本社・本店のある事業所（すべての業種を対象）

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

43 R3 単 ○
インフルエン
ザ予防接種
推進事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 22,840 22,840 22,840 - - - - - 

①新型コロナウイルス感染症が再拡大している中、インフルエン
ザの流行も懸念され、高齢者へのインフルエンザ感染と医療機
関への圧迫が危惧されている。65歳以上を対象としているイン
フルエンザの定期予防接種の接種費用の6割を助成し、感染防
止と医療機関への負担軽減を推進する。
②委託料、役務費
③事業総額：22,840千円
委託料21,840千円(接種率を70%と仮定)
内訳：(生活保護以外)助成額2,220円×9,000人=19,980千円
(生活保護)助成額3,720円×500人=1,860千円
役務費(案内はがき郵送料等)1,000千円
④市内のワクチン接種可能な医療機関

－ － － － R4.4 R5.3 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など R4当初（地）

44

45 R4 単 ○
市民生活応
援商品券発
行事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え

等を通じた生活
者支援

426,700 426,700 - - 426,700 - - - 

① 市民生活はコロナ禍や原油価格高騰等の影響を受け続けて
いる。市民の負担軽減のため、市民1人あたりに地域商品券等
1万円分を支給する。
②負担金、事務費
③負担金：416,700千円(10千円×41,670人／R4.12月末時点の
本市人口と同数と仮定し試算)、事務経費　10,000千円(事務経
費に含まれる人件費については一般職員分を含まない)
④ 全奄美市民

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対
象とした
給付金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ
禍にお
いて原
油価
格・物
価高騰
等に直
面する
生活者
や事業
者に対
する支
援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

46 R4 単 ○
保育所等給
食支援事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

3,000 3,000 - - 3,000 - - - 

①コロナ禍の影響と物価高騰による厳しい環境の中で、給食費
について、子育て世帯の経済的負担を増やさずに，給食の質や
量を維持し提供するため，食材料費等の価格高騰分を市が負
担する。
②物価高騰に係る費用
③
市営の保育施設は地区ごとに給食費基準単価が異なるため、
それぞれにおいて物価高騰に係る費用を算出する。物価高騰
率は15%に設定した。
(名瀬地区)
(副食費のみ／3歳以上児)1,089人×5,000円×15%=816,750円
(主食+副食費／3歳未満時)739人×7,640円×15%=846,894円
小計：1,663,644円・・・(1)
（笠利地区）
(副食費のみ／3歳以上児)734人×5,500円×15%=605,550円
(主食+副食費／3歳未満時)532人×8,421円×15%=671,996円
小計：1,277,546円・・・(2)
(1)(2)合計：2,941,190円≒3,000千円
④一般会計、市営の保育所に通う児童の保護者

－ － － － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（地）

47 R3 補 ○
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 5,352 2,679 2,679 - - - 2,673 - 

① 学校施設における新型コロナウイルス感染防止対策に必要
な物品の調達を行う。
②消耗品費・備品購入費
③
(1)消毒液購入費 2,000千円
(2)除菌用アルコール購入費 1,500千円
(3)電子体温計等備品購入費　352千円
(4)その他消耗品等一式（マスク・ハンドソープ等1,500千円
④ 市内学校施設・児童生徒

－ － － － R4.8 R5.3 学校施設においてクラスター発生
0件

HP,広報誌、地元紙など R3補正（国）

48 R4 補 ○
妊娠出産子
育て支援交
付金

厚生労働省 重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

56,889 9,481 - - 9,481 - 37,927 9,481 

①コロナ禍と物価高騰の厳しい状況が続く中、すべての妊婦・
子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境整備を推進す
るため、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近な相談に応
じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ相談支援を充実
するとともに出産育児に関する負担軽減を図る経済的支援を一
体的に実施する。
②1)伴走型相談支援：事務費(事務経費に含まれる人件費につ
いては一般職員分を含まない)
2)出産・子育て応援ギフト(給付金)：支援金
③1)伴走型相談支援　5,391千円
内訳：人件費4,673千円、交通費64千円、消耗品費500千円、通
信運搬費154千円
2)出産・子育て応援ギフト(給付金)　51,500千円
・支援金100千円×(R4.4.1～R5.1.31出生数見込)250人=25,000
千円
・支援金50千円×対象人数530人※=26,500千円
※対象ⅰ：R5.2.1時点妊婦の人数　130人
※対象ⅱ：R5.2.1～R5.9.30（見込）妊娠届出数　200人
※対象ⅲ：R5.2.1～R5.9.30（見込）出生数　200人
④1)伴走型相談支援→妊婦や0歳から2歳の低年齢期の子育て
家庭
2)出産・子育て応援ギフト(給付金)→令和４年４月１日以降に出
産された方，現在妊娠中の方

－ － ○ － R5.1 R5.4以降 執行率100%達成 HP,広報誌、地元紙など

コロナ禍、物価高騰の
収束が見えないことか
ら、令和5年度につい
ても引き続き、本事業
の実施が求められる
ため

R4補正（国）


